
　
平
成
　
年
６
月
に
「
行
政
改
革
推

１８

進
法
」
が
成
立
し
、
地
方
自
治
体
の

資
産
・
債
務
改
革
の
一
環
と
し
て
、

公
会
計
改
革
に
取
り
組
む
こ
と
と
さ

れ
ま
し
た
。
こ
れ
ま
で
の
市
の
決
算

は
現
金
収
支
の
み
を
単
式
簿
記
で
作

成
し
て
い
ま
し
た
が
、
企
業
会
計
の

よ
う
に
発
生
主
義
・
複
式
簿
記
の
手

法
を
導
入
す
る
こ
と
で
、
そ
の
決
算

内
容
を
開
示
す
る
と
と
も
に
、
新
た

な
財
務
分
析
手
法
の
確
立
と
活
用
を

目
指
す
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
こ
の
た
め
、
市
で
は
、
平
成
　

年
２０

度
決
算
か
ら
貸
借
対
照
表
を
は
じ
め

と
す
る
４
つ
の
財
務
書
類
を
、
総
務

省
か
ら
示
さ
れ
た
基
準
モ
デ
ル
方
式

に
よ
り
、
関
連
団
体
を
含
め
た
連
結

ベ
ー
ス
（
注
）で
作
成
し
ま
し
た
。

（
注
）連
結
の
範
囲

　
市
の
一
般
会
計
、
特
別
会
計
、
水

道
事
業
会
計
に
、
衣
浦
東
部
広
域
連

合
（
消
防
）
、
土
地
開
発
公
社
、
安
城

都
市
農
業
振
興
協
会
（
デ
ン
パ
ー
ク
）、

三
河
安
城
駐
車
場
㈱
、
社
会
福
祉
協

議
会
な
ど
の
関
連
団
体
を
連
結
し
て

い
ま
す
。

■
財
務
書
類
の
見
方

　
財
務
書
類
は
、
ス
ト
ッ
ク
（
財
産

残
高
）
を
表
す
「
①
連
結
貸
借
対
照
表

（
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
）
」
と
、
フ
ロ
ー

（
資
金
や
資
産
な
ど
の
増
減
）
を
表
す

「
②
連
結
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
」、「
③

連
結
純
資
産
変
動
計
算
書
」
、「
④
連

結
資
金
収
支
計
算
書
」
の
４
つ
で
構

成
さ
れ
て
い
ま
す
。

①
連
結
貸
借
対
照
表（
バ
ラ
ン
ス
シ

ー
ト
）

　
市
に
ど
れ
だ
け
の
財
産
が
あ
る
か
、

そ
の
内
訳
は
ど
の
よ
う
な
も
の
か
を

表
し
て
い
ま
す
。

　
本
市
の
資
産
は
５
３
９
９
億
円
、

負
債
は
　
億
円
。
資
産
か
ら
負
債
を

７５１

差
し
引
い
た
純
資
産
が
４
６
４
８
億

円
で
あ
る
こ
と
が
分
か
り
ま
す
。

②
連
結
行
政
コ
ス
ト
計
算
書

　
一
年
間
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
、
ど

の
よ
う
な
形
で
ど
れ
だ
け
実
施
し
た

か
を
表
し
て
い
ま
す
。

　
行
政
サ
ー
ビ
ス
に
か
か
っ
た
費
用

（
行
政
コ
ス
ト
）に
は
、
ヒ
ト
・
モ
ノ
・

サ
ー
ビ
ス
の
ほ
か
、
民
間
な
ど
へ
の

補
助
が
あ
り
ま
す
。
そ
し
て
行
政
コ
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①連結貸借対照表（バランスシート）平成２１年３月３１日現在
負債（イ）　７５１億１千万円資産（ア）　５３９９億１千万円

資産を形成するために拠出した金額のうち、借入金
などこれからの世代の負担として残っている金額

市が保有している財産で、平成２１年度以降の行政
サービスに投入・提供できる金額

５３２億円　市債（※２）４５１億９千万円　金融資産
１２億７千万円　借入金６１億７千万円茅資金

１１１億７千万円　退職給付引当金３１１億１千万円　基金・積立金
９４億７千万円　その他４１億４千万円　未収金（税金ほか）

　　純資産（ア－イ）　４６４８億円萱

資産を形成するために拠出した金額のうち、これま
での世代がすでに負担した金額で、将来返済する必
要がないもの

３７億７千万円　その他
１２５５億７千万円　事業用資産（※１）

市役所、学校、デンパーク、福祉センターなどの
土地・建物・設備や、物品などの価値

３６９１億５千万円　インフラ資産（※１）
道水路、上下水道、ごみ処理施設、公園の土地・
設備などの価値

■問 
▼
財
政
課（
緯〈
　
〉２
２
１
０
）

７１

（※１）　主な施設別の資産
インフラ資産事業用資産

１８６５億８千万円道路４４４億１千万円小・中学校
４６７億９千万円下水道８０億８千万円市営住宅
４４０億３千万円公園・緑地８０億３千万円スポーツ施設

２０９億円上水道５７億４千万円福祉施設
８４億６千万円ごみ処理施設５０億円保育園

（※２）　主な市債
２５６億６千万円下水道債
５８億９千万円教育債
４７億７千万円土木債
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ス
ト
か
ら
、
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
が
負

担
す
る
使
用
料
・
手
数
料
な
ど（
施

設
使
用
料
や
水
道
料
金
、
証
明
書
発

行
に
か
か
る
手
数
料
な
ど
）を
差
し

引
い
た
も
の
が
、
純
行
政
コ
ス
ト
で

す
。
こ
れ
は
、
市
が
一
年
間
で
皆
さ

ん
に
提
供
し
た
行
政
コ
ス
ト
の
、
実

際
の
金
額
と
な
り
ま
す
。

③
連
結
純
資
産
変
動
計
算
書

　
①
連
結
貸
借
対
照
表（
バ
ラ
ン
ス

シ
ー
ト
）の
純
資
産
萱
が
、
一
年
間

で
ど
の
よ
う
に
増
減
し
た
か
を
表
し

て
い
ま
す
。

　
税
金
・
保
険
料
収
入
や
、
国
・
県

か
ら
の
補
助
金
な
ど
に
よ
り
増
加
し
、

行
政
サ
ー
ビ
ス
を
実
施
す
る（
行
政

コ
ス
ト
が
生
じ
る
）こ
と
で
減
少
す

る
こ
と
が
分
か
り
ま
す
。

④
連
結
資
金
収
支
計
算
書

　
①
連
結
貸
借
対
照
表（
バ
ラ
ン
ス

シ
ー
ト
）の
資
金
茅
の
増
減
の
内
訳

を
表
し
た
も
の
で
す
。

　
連
結
資
金
収
支
計
算
書
は
、
従
来

作
成
し
て
い
る「
歳
入
歳
出
決
算
書
」

に
類
似
す
る
も
の
で
、
市
の
活
動
が

現
金
の
動
き
で
把
握
で
き
ま
す
。

②連結行政コスト計算書
平成２０年４月１日～平成２１年３月３１日

経常費用　７５３億５千万円
行政サービスに要した費用

１２７億円　人件費（ヒトにかかるコスト）

１７４億２千万円　物件費（モノにかかるコスト）

１０１億１千万円　経費（業務委託やサービスに
かかるコスト）

１８億３千万円　業務関連費用（利息の支払い
など）

１８８億８千万円　保険給付など（国保、介護保
険など）

１４４億１千万円　民間・市民への補助・扶助な
ど

経常収益　　　　１５７億円
行政サービスの利用者が負担する使用料・手数料など

　　　 差し引き：純行政コスト
５９６億５千万円粥

③連結純資産変動計算書
平成２０年４月１日～平成２１年３月３１日

平成１９年度末残高　　４５８２億５千万円

純資産の増加敢　７１８億５千万円
純資産を増加させた直接の原因

４２４億３千万円　税収
６３億８千万円　社会保険料
１４１億５千万円　国・県からの補助金
８８億９千万円　国・県以外からの負担金など

純資産の減少柑　　　　６５３億円
純資産を減少させた原因

５９６億５千万円粥純行政コスト
５２億１千万円　インフラ資産の減価償却
４億４千万円　資産の除却など
６５億５千万円　当期変動額敢－柑

平成２０年度末残高　　　　　４６４８億円萱

④連結資金収支計算書
平成２０年４月１日～平成２１年３月３１日

平成１９年度末残高　　　７２億９千万円
２１０億１千万円　経常的収支（※３）

△１３１億５千万円　資本的収支（※４）
△８９億８千万円　財務的収支（※５）

平成２０年度末残高　　６１億７千万円茅

（※３）　行政サービスそのものの実施により生じる資金
収支

（※４）　固定資産の購入や売却により生じる資金収支
（※５）　借入や借入返済により生じる資金収支


